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ビル賃貸借契約における基本知識と実務上必須の留意点
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ビル賃貸借に関連する法律を知っておくことでテナントとの間
の紛争を適切に処理することができるようになります。特にビ
ル賃貸借の場合には、消費者契約法の強行規定の適用がなく、
契約書で合意した事項が法的に有効とされる場面が比較的多い
ため、契約により適切な法律関係を形成しておくことは紛争解

決に必須といえます。本講座では、ビル賃貸借の管理上の問題
点について、対処法を解説します。併せて、事業系賃貸借にお
いては、定期建物賃貸借の需要が高まっていますので、その実
務で留意すべき事項についてご説明します。
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えぐち   まさお第1編　ビル賃貸借(普通建物賃貸借)の管理上の問題点
 １．賃料滞納が発生した場合の対処法
 ２．更新料の支払いに関する実務知識
 ３．ピッキング被害に遭い難い鍵を設置していない場合の賃貸人の責任は認められるか？
 ４．賃料増減額請求権を行使する際の注意点
 ５．賃貸物件の修繕についてのトラブル対処法
 ６．台風、土砂災害等による貸室の使用不能の場合に賃料請求は可能か、逆に使用収益できない 
 　　ことについて賃借人から賃貸人に対する損害賠償は可能か？

第２編　ビル賃貸借（定期建物賃貸借）の実務で押さえておくべきポイント
 １．定期建物賃貸借の成立の４要件と定期建物賃貸借契約の電子化
 ２．現在、定期建物賃貸借が無効として争われているのは４要件のうちのどれか。
 ３．38条3項書面につき仲介業者が賃貸人に何らのアドバイスをしなかった場合、仲介業者は
 　　責任を問われるのか？
 ４．38条3項書面を確実に履行したことの証拠はどうやって確保するのか。
 ５．定期建物賃貸借契約を先に締結し、その後に38条3項書面を作成したので定期建物賃貸借
 　　ではなく、普通建物賃貸借だと主張されるケースはどう対応するか？
 ６．定期建物賃貸借契約の終了通知についてのトラブル対処法
 ７．定期建物賃貸借契約の中途解約についてのトラブル対処法
 ８．既存の普通建物賃貸借契約の定期建物賃貸借契約への切り替えの手法
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【経 歴】
東京大学法学部卒業　弁護士（東京弁護士会所属）日本弁護士連合会
代議員、東京弁護士会常議員、民事訴訟法改正問題特別委員会副委員
長、（旧）建設省委託貸家業務合理化方策検討委員会委員、公益財団法
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【最近の主な著書（共著）】
「現代裁判法体系・不動産売買」（共著・新日本法規出版）、「借地借家契
約　特約・禁止条項集」（編著・新日本法規出版）、「これで解決！困っ
た老朽貸家・貸地問題～貸家・貸地をめぐる法律と税金」（共著・清文
社）、「不動産取引と消費者契約法」（著・にじゅういち出版）、「トラブ
ル回避！事業用借地契約書のつくり方」（共著・清文社）、「不動産賃貸
管理業のコンプライアンス」（著・にじゅういち出版）、「中間省略登記
に必要な契約実務の解説」（著・にじゅういち出版）、「新借地借家法講
座・借地編」（共著・日本評論社）等々


